
人権ファクトシートシリーズ

HIVとスティグマ、差別

はじめに
　HIV関連のスティグマと差別
は、HIV陽性者やHIV感染の高
いリスクに曝されている人たち、
とりわけキーポピュレーションの
人たちの健康と生活と福祉に重
大な影響を与えています。

予防サービス 広範な性と生殖に関する
健康サービス

検査・治療・服薬継続 結核その他のサービス

スティグマと差別はあらゆる段階でHIV対策を妨げ、
以下のアクセスを制限します。

　スティグマと差別は教育、雇用、司法へ

のアクセスを制限し、HIV感染とエイズ発

症のリスク、および暴力を受け、社会から

排除されるリスクを高めます。

　「HIV関連」の意味は、性別、性自認、性的指向、薬物使用、セックスワーク、HIV感染の有無

など、HIV対策に影響を与えるようなスティグマと差別はすべて含まれるということです。HIV

関連のスティグマには、忌避行動やゴシップ、暴言、社会的拒絶など、汚名を着せるようなさ

まざまな体験を含みます。差別には上記のスティグマにつながる行動が含まれます。当然の権

利行使を妨げることに加え、身体的な迫害、保健サービスや社会的サービスの提供拒否、雇

用や教育の機会の拒否、さらには逮捕などです。また、刑法や渡航制限、強制的検査、雇用制

限のかたちをとることもあります。人種や心身の障害、社会経済的な地位などによる差別やス

ティグマと絡み合っていることもあります。

　HIV関連の差別、および権利の侵害につながるスティグマは、人権にかかわる問題です。人には差別からまもられ

る権利、そして尊厳が認められて生活する権利があります。つまり、スティグマに基づく態度によって、教育や医療を

受ける権利、仕事や司法へのアクセスを確保する権利、プライバシー、家族、身体的自立、その他の権利が妨げられ

ることはない、ということです。



データ

利用可能なデータがある国の中で

は、HIV陽性者の最大

21％
が、過去12カ月の間に診療拒否を

受けたと報告（1）。

HIV関連のスティグマと差別は広がっています。

利用可能なデータがある11カ国の中では、HIV陽性者の最大

40%
が強制的に医療または保健的処置を

受けさせられたと報告しています。

47カ国が
HIV陽性者に対し、いまだに旅行制限を残しています（4）。

　キーポピュレーションの人たちは、高いレベルのスティグ

マや差別、暴力に直面しています（1）。

　スティグマ・インデックス分析によると、職を失っ

た理由（またはその一因）の50%以上がHIV関

連の差別だったという国が、データの得られた11

カ国中7カ国を占めていました（2）。HIV陽性者

スティグマ・インデックスは、コミュニティ主導で進

められている研究、およびアドボカシー活動のためのイニシアチブ

です。そこにはHIV関連のスティグマと差別を受けた経験について、

HIV陽性者のネットワークが調査した結果も含まれています。

レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、

トランスジェンダー、インターセックス

（LGBTI）の労働者は、LGBTIではな

い労働者に比べ、職場で暴力を受ける

率がかなり高くなっており、教育と雇用

における差別を頻繁に経験すると報告

しています（3）。

HIV陽性の女性の最大で26%が、

避妊薬の服用をHIV治療の条件にされたと報告しています。

直近のデータがある36カ国中
25カ国では、15-49歳の

50％
以上 が

HIV陽性者に対し
差別的な態度を

とっています（1）。



人権を健康上の成果につなげる

　HIVに関し強いスティ

グマの存在を感じている

HIV陽性者は

2.4倍

　アルゼンチンのトラン

スジェンダー女性を対象

にした調査によると、医療

現場で差別を経験した人

は、そうでない人よりも

病気が非常に重くなるまで医療を受けよう

としなくなる可能性があります（5）。 3倍以上、
医療を受けなくなる可能性が高くなってい

ます（6）。

　スティグマや差別に対応するプ

ログラムがあるところでは、HIVの

予防・検査・治療のサービスは目に

見えるかたちで改善されています

（7、8）。

　HIV陽性の思春期の若者にとって、学校で他の生徒や教師から差別された経験は、服薬およびそのスケジュール管理に悪影響をおよぼしま

す。プライバシーがなく、密集した環境、とりわけ寄宿制の学校では、意に反してHIVに感染していることを開示されるのではないかと心配され

ています（9）。

　サハラ以南のアフリカで行われた調査によると、HIV検査を受ける際、保護者の同意を求める対象の年齢を15歳以下としている国では、

それ以上の年齢にしている国より、思春期の若者のHIV検査率が74％高いことが示されています（15）。

　同性間の性行為を犯罪とみなすことは、ゲ

イ男性など男性とセックスをする男性がHIV

検査を受けなくなり、HIV陽性率が高まること

と相関関係があります（10、11）。

　セックスワークを犯罪とする法律の撤廃

によって、セックスワーカーとその顧客の

新規HIV感染は10年間で33%から
46%、回避できると推定されています。

そのためにはスティグマと差別を解消し、暴

力や逮捕を減らし、コンドーム使用の交渉力

を向上させ、医療サービスを利用しやすくす

ることが必要です（12、13）。

　個人的な薬物の使用

と所持を非犯罪化する

ことで、注射薬物使用者

のHIV感染を大きく減ら

すことができます。そのためには、ハームリ

ダクションのサービスを利用しやすくし、法執

行機関による暴力や逮捕、嫌がらせを減らす

必要があります（14）。

　内なるスティグマを感じると報告するか、もしくは保健医療施設や地域
社会でスティグマや差別を受けた経験があると報告するHIV陽性者の割
合が10％未満になる。

　スティグマや差別を受けた経験があると報告するキーポピュレーション
の人たちの割合が10％未満になる。

　HIV陽性者への差別的態度を報告する人の割合が一般人口層で10％
未満になる。

　キーポピュレーションに対し否定的な態度を示す法執行官の割合が
10％未満になる。

社会的イネーブラー
（課題解決の実現
を支える要因）
に関する
2025年
ターゲット



基本的な人権に関する義務、基準、
および勧告

　国際人権法のもとでは、

HIV感染の有無（16）、性的

指向（17）、性自認と性表現

（18、19）、健康状態（薬物

依存を含む）（20–23）または

セックスワークに基づく差別 

（24–26）は人権侵害です。

　国には、HIV陽性者やキーポピュ

レーションに対するスティグマや差

別の解消に向けて、必要な行動を取

る義務があります（20、27–31）。

世界保健機関（WHO）（32）、

UNAIDS（7）、HIVと法律に関する

世界委員会（33、34）などを含め、

国連（UN）は数々の勧告によってこ

の点を支持しています。

　国家は、スティグマと差別を永続させる

法律を廃止すべきです（32–34）。HIVの

曝露、非開示、感染（35）、渡航制限（4）、

同性間の性行為（17）、性自認と性表現

（36）、セックスワーク（37、38）、個人的な

薬物の使用または所持（39、40）などを犯

罪とみなす法律がその対象となります。ま

た、そうした禁止事由にまつわる規制から

守られるようにする法律を制定すべきです

（18）。

　UNAIDS、国連開発計画（UNDP）、国

連女性機関（UN Women）、世界エイズ・

結核・マラリア対策基金（グローバルファン

ド）、世界HIV陽性者ネットワーク（GNP+）

は各国に対し、あらゆるかたちのHIV関連

スティグマ・差別を解消するための世界パー

トナーシップ（グローバルパートナーシッ

プ）に署名することを推奨しています。この

パートナーシップは、各国が保健医療、司

法、教育、職場、コミュニティ、緊急・人道支

援の6つの場面においてスティグマと差別

の解消に向けた行動を起こすことを求めて

います（46）。

　UNAIDSは、HIV関連のスティグマと差別の解消に向けた7つのキー

プログラムを推奨しています（47）。

◦　スティグマと差別の解消。

◦　HIV関連の法的サービス。

◦　HIVに関する法律、規制、政策に対するモニタリングと改革。

◦　法的リテラシー（「あなたの権利を知ろう」）。

◦　立法者および法執行機関の意識向上。

◦　医療提供者に向けたHIV分野の人権と医療倫理に関する研修。

◦　HIVに関連した女性に対する差別と暴力の解消。

　思春期の年齢層には、成長段階に応じ

て、第三者の同意要件なしに、個人情報が

保護されるかたちで、適切な性と生殖に関

する健康サービス、およびHIVサービスを

受けられるようにする必要があります（41-

43）。

　法律と政策は、医療における自己決定の原則を尊重しなければなりません。

自由な意思に基づくインフォームドコンセント、プライバシーと個人情報の保護

が必要であり、HIVの強制検査、個人または一般の人びとに利益をもたらさな

いスクリーニング検査、望まない治療や第三者の承認と届出の義務付けなどの

禁止が含まれます（27、44、45）。



詳しくはこちらで

　この政策解説は、HIV関連のスティグマと差別および人権に関する基本的考え方を示すためにUNAIDSが作成しました。対象課題に関連する提

言と方針が網羅されているわけではありません。 詳細については上記の主要情報源を参照してください。




